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はじめに 
 

民主党は、現行の障害者自立支援法が

成立、施行されて以来、わが国における

障がい者政策の理念、実態において、大

きな混乱を招いていることにかんがみて、

総合的に抜本的見直しを行うことを強く

求め、議論を重ねてきた。 

 

障害者自立支援法は、障がい種別にか

かわらず、一元的・全国統一的にサービ

スを提供する仕組みを創設したものであ

ったが、これまでの福祉制度を抜本的に

改正する内容であり、急激な制度改正で

あったために、国民的な合意が得られな

いまま利用者負担の増額や報酬の在り方

が変更されるなど、混乱を招く結果とな

った。 

 

このような抜本的な制度改革を行うに

は、国民的合意に基づく障がい者福祉施

策を推進する必要があり、障がい者等の

暮らしの実態、生活環境等の実態を調査

検証し、それに見合った改革を推進する

ことにより、将来にわたり安定した障が

い者福祉制度を構築し、障がい者等が安

心して地域で暮らすことのできる社会を

実現することができるものである。 

 

民主党は、２００７年１０月緊急避難

的に「障害者自立支援法改正案」を参議

院に提出し、いわゆる応益負担を廃止す

るとともにサービス事業者に対する支援

規定を盛り込み、法案審議と制度改革を

求めてきた。 

 

政府与党は、２００６年１２月に利用

者負担の引き下げや事業者に対する激変

緩和策として１２００億円の「特別対策」

（２００６年度補正予算より２００８年

度予算まで）を行い、さらに２００９年

度以降においても緊急措置（特別対策の

上乗せ）を実施するとしているが、障が

い者施策の将来に対する不安感は払拭さ

れていない。障がい者の生活や社会参加

が不安なく積極的になされるようにする

ためには、小手先の改革ではなく、抜本

的かつ総合的な制度改革を行う必要があ

る。 

 

２００６年１２月、国連において障が

い者の権利及び尊厳を保護し、及び促進

するための包括的かつ総合的な国際条約

である「障害者権利条約」が採択され、

わが国も署名した。２００８年５月３日

より正式に発効し、今後、わが国におい

て条約の早期批准に向けて、関連する国

内法の整備を行う必要がある。民主党は、

権利条約の批准の前提として、障がい者

政策に係る広範な国内法の制度改革及び

整備を推進することに全力を尽くす。 

 

諸外国との比較において、ＧＤＰ比で

低い社会支出（北欧諸国の約１／６、イ

ギリスの約１／３、アメリカの約１／２、

ＯＥＣＤ調査による）と国民負担率とな

っており、立ち遅れている社会的地域基

盤の整備と経済的自立を促進し、わが国

の障がい者福祉施策を推進するためには、

施策項目と達成期間等を定めた総合的な

福祉計画と財政的な数値目標を定める必

要がある。 

 

民主党は、わが国における障がい者施

策の将来像・全体像を明確に示すことが

必要であると考え、１０部門で構成する

「障がい者政策プロジェクトチーム」を

設置し、多角的な議論を重ね、ここに「障

がい者制度改革推進法案」及び「障がい

者総合福祉法（仮称）」の方向性を明示し、

関係者および関係団体の議論に寄与する

ものである。 
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第１ 基本理念 
 

 

 

民主党は、障がい者等が当たり前に地域で暮らし、地域の一員とし

て共に生活することができる社会を目指している。 

 

障がい者等の生活と自立、社会参加は権利として位置づけ、個々の

人権の保障および促進のための具体的な施策を構築しなければなら

ない。また、国民の共存共栄の理念の下、障がい当事者の「自己決定・

自己選択」の原則が保障される制度設計を考えるものである。 

 

年齢や性別、障がいの有無などにかかわらず、すべての人がいきい

きと働き、社会参加し、暮らしやすい社会を構築するためバリアフリ

ーという概念（障がいの除去）から「ユニバーサル社会」へ理念の発

展を図る。そのために、何らかの障がいにより自立及び社会参加のた

めに支援等を必要とする者を広く施策の対象とするとともに、その者

の年齢及び障がいの状態に応じて必要な支援等が的確に講じられな

ければならない。 

 

「障害者基本法」における「個人の尊厳が重んぜられ、その尊厳に

ふさわしい生活を保障される権利を有する」という理念を基本としつ

つ、障がい者の権利擁護と合理的配慮という概念を導入した「障害者

権利条約」が採択されたことにかんがみて、わが国における障がい者

の総合福祉施策として新たな制度を構築していかなければならない。 

 

すなわち「障害者権利条約」の早期批准に向けて、条約において締

約国が措置を求められている事項を達成するために、障がい者等に係

る広範な国内法の制度改革及び整備を行う必要がある。 
 

民主党は、障がい者の生活や社会参加が不安なく積極的になされる

よう、小手先の改革ではなく、抜本的かつ総合的な制度改革を行って

いく。 
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第２ 「障がい者制度改革推進法案」の基本的考え方 
 

現在、内閣に設置されている「障害者施策推進本部」（本部長：内閣総理大臣）

を改編し、わが国の障がい者施策の改革を総合的かつ集中的に推進するため、お

よび必要な国内法の整備、見直しを行うために、新たに「障がい者制度改革推進

本部」を設置して、制度改革の推進に関する総合調整、改革推進計画の案の作成

及び推進、必要な法律案及び政令案の立案等を行うものとする。 

 

内閣に設置される「障がい者制度改革推進本部」の組織の中に、障がい当事者

の参画がより強化されるよう障がい当事者団体、有識者を含む委員会を設け、制

度改革推進計画の案の作成及び法令の立案、制度改革に関する事項を調査審議し、

その結果に基づいて、本部長に意見を述べる等を行うものとする。また、内閣府

にそれらの事務局（担当部門には障がい者等の当事者、有識者を登用する）を設

置し、制度改革の実施に必要な法律案の立案等の事務を一元的に処理するものと

する。障がい者等に係る制度改革は、次に掲げる１７項目の基本方針に基づき推

進されるものとする。 

 

 

その１ モニタリング機関を設置します 
障害者権利条約の国内における実施を促進、保護及び監視していくことが同

条約で求められている。その観点から、制度改革の実施状況を調査審議し、勧

告するためのモニタリング機関(枠組み)の設置を設置する。この機関は、同条

約３３条に規定されているように、「政府から独立し、障がい当事者団体の参

画が保障される」制度とする。 

 

その２ 差別を禁止する法制度を構築します 
障がいを理由とする差別の根絶を図るため、障がいを理由とする差別の禁止

に関する国際社会における取り組み（障害者権利条約における権利擁護、合理

的配慮の導入）を踏まえ、障がい者に対する差別的取扱いを禁止する法制度を

構築する。 

 

その３ 虐待を防止する法制度を確立します 
施設等で発生している障がい者等への虐待を防止し、障がい者等の権利を擁

護するために、障がい者虐待を受けた障がい者に対する保護のための措置と共

に、障がい者虐待の防止に資するための介護者に対する支援のための措置が真

に行われるものとなるよう、虐待の防止等の状況を踏まえつつ、必要な措置を

講ずる。 
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その４ 政治（選挙）への参加を一層確保します 
障がい者の政治的権利の享有及び権利行使する機会は、十分に保障されなけ

ればならないが、現在の選挙制度において、公報・政見放送・投票における手

話、点字又は文字表記（字幕）等が効果的かつ完全には行われていない。従っ

て、障がい者が候補者等の情報を容易に入手し、投票できる体制を整備するこ

と等により、障がい者の政治等への参加をより一層確保する。 

 

その５ 司法に係る手続における支援を拡充します 
司法に係る手続（犯罪捜査の段階を含む。）について、障がい者の権利の行

使又は義務の履行を容易にするため、障がい者の意思疎通の仲介に関する援助

を提供する体制を充実することや、障がいの特性及び年齢に適した配慮を行う

こと等により、その他障がい者が障がい者以外の者と平等に、かつ効果的に司

法に係る手続を利用する機会を確保する。 

 

その６ 共に学び共に育つ教育に転換します 
学校教育制度は、あらゆる段階において障がい児が障がい児以外の者と原則

分けられず、インクルーシブ教育（共に学び共に育つ教育）とすることを基本

とするとともに、障がい児又はその保護者が希望するときは、特別支援教育を

受けることを保障する。 

 

手話、点字又は文字表記（要約筆記）等のコミュニケーション手段の支援、

教材、施設及び設備等のバリアフリー化、教職員の体制整備など、障がい児が

学ぶ地域の学校も含む教育現場での支援体制の強化を図る。 

 

義務教育のみならず後期中等教育（中等教育のうち義務教育終了後に行われ

るものをいう。）及び高等教育等の教育制度においても、インクルーシブ教育

に相当する施策を推進する。 

 

その７ 移動の自由の権利を保障します 
障がい者等が快適で生活・社会参加しやすいユニバーサルデザイン（高齢者、

障がい者等を含むすべての者が共通に利用することを前提として、すべての者

の円滑な利用が最大限に確保されるよう配慮された仕様をいう。）による製品、

役務等の研究開発を促進し、その成果を普及する。ユニバーサルデザインの研

究開発・普及促進においては事業者等の負担が軽減されるよう必要な支援を行

う。また、障がい者の有する障がいに配慮した住宅の整備その他の居住環境の

整備を推進する。 

 

障がい者が円滑に利用できるような施設の構造及び設備の整備等を支援す

るとともに、現行の「バリアフリー新法」にとどまらず、既存の施設（公的施

設）においても基準適合の義務化などを行い、実施期限を設けるなど施策を推
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進する。また、「交通基本法案」（民主党提出）等により、障がい者等の移動の

自由等の権利が保障され、既存の施設間（公的施設）の移動等が円滑にできる

よう道路等の一体的な整備を推進する。 

 

その８ 情報の利用・伝達を支援します 
国及び地方公共団体は、その事務を行うに際し、障がい者がその障がい等の

状態に応じて情報の入手、利用等を容易に行うことができるよう必要な施策を

講じる。情報の利用等においては、インターネット等の技術革新を効果的に利

用して円滑な情報の入手、利用等の促進を図る。 

 

情報の提供等の事業者は、その責任と能力に応じて、障がい者の円滑な情報

の入手、利用等のための便宜を図ることを促進する。 

 

障がい者に対する災害情報が的確に伝達されるよう必要な施策を講じる。 

 

その９ 雇用・働く場所を創ります 
「障害者雇用促進法」について、法定雇用率の対象となる障がい者の範囲を

拡大し、現行の法定雇用率（民間１．８％、国・地方公共団体２．１％）のさ

らなる引き上げを行う。 

 

障がい者の雇用の促進のみならず、就労におけるコミュニケーション支援

の整備、障がい者が雇用されるのに伴い必要となる施設又は設備の充実等、

障がい者の雇用の継続を図るために必要な施策を講じる。また、障がい者に

よる起業を支援すること等、自営業や協同して事業を営むなどによる雇用以

外の就業形態による就業についてもその促進を図る。 

 

公契約に際し、「総合評価入札制度」における障がい者の法定雇用率を評価

項目として義務付ける公契約規定を検討することなど障がい者等の一般雇用

がさらに促進するよう施策の推進を行う。また、国及び地方公共団体等が優先

的に障がい者就労事業所から物品等を調達すること等により、障がい者就労事

業所の受注の機会の増大を図る。 

 

その１０ 十分な所得の保障を実現します 
障がい者の所得の確保に係る施策の在り方について、就労を促進し、障がい

者に対する手当は就労による所得を補完するものと位置付け、真に自立した生

活ができるよう障がい者に対する手当の支給対象の拡大と支給額の引上げを

図る。また、障害年金の在り方及び年金受給権を有しない障がい者（無年金障

がい者）に対する措置については特別障害給付金制度の拡充を検討するととも

に、年金制度の抜本改革の際に検討する。 
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障がい者の地域生活の基本として、「住宅手当」の創設（生活保護基準を参

考）と住まいの確保策（地域基盤整備）を行う。 

 

その１１ 自立支援法を抜本的に見直します 
「障害者自立支援法」は「障がい者総合福祉法（仮称）」として抜本的に見

直す。あわせて「身体障害者福祉法」「知的障害者福祉法」「精神保健福祉法」

「発達障害者支援法」等についても見直す。 

 

障がい者等の範囲・定義を見直し、いわゆる「制度の谷間」と言われる福祉

サービスの対象外をなくし、幅広く福祉サービスが利用できるようにする。あ

わせて何らかの障がいにより福祉サービスを必要とする障がい者に「社会参加

カード（仮称）」を交付する制度を創設する（現行の手帳制度からの移行が円

滑になされるよう経過措置を設ける）。 

 

利用者負担については、現行の「定率負担（応益負担）」を廃止し、利用者

本人の「応能負担」を基本とする。 

 

障がい者等が身近な地域で福祉サービスを選択・利用できるよう障がい種別

や年齢で区分されることなく、ニーズに応じた福祉サービス体系を構築する。 

 

その１２ きめ細かな障がい児の福祉を実現します 
障がい児にかかる福祉サービスは、「障がい者総合福祉法（仮称）」の中に位

置付け、実施主体は、より身近な市町村（基礎的自治体）が行うものとする。

現行の体制で市町村が担うことは困難であるため、国及び都道府県は、市町村

がきめ細やかな福祉サービスを円滑に行うことができるよう人員確保、児童福

祉施設等の充実を図る。 

 

障がい児に必要な医療、療育等を地域において提供することができるよう施

設の整備及び充実を図る。 

 

その１３ 医療支援も見直します 
現行の自立支援医療における定率１割負担（応益負担）は廃止し、更生医療、

育成医療について、自立支援法以前の負担水準を勘案しつつ応能負担とする。 

 

精神保健福祉医療のうち、今後、福祉サービスについては障がい種別にかか

わりなく「障がい者総合福祉法（仮称）」で行うこととする。精神通院医療に

ついては精神科病院等に入院して行われる精神障がいの医療と連携のとれた

制度とし、精神保健及び精神障がい者福祉に関する法律の保護者制度、都道府

県知事による入院措置に係る制度等については、精神障がい者が地域社会で自

立した生活を営むことができるようにする観点から見直し、新たな精神医療体
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制を構築する。 

 

国及び地方公共団体は、障がい者に対する説明及び障がい者の同意の下に医

療の給付又はリハビリテーションの提供がされることとなるよう必要な施策

を講じる。 

 

 

その１４ 難病対策を法制化します 
現行の難病対策（難治性疾患克服研究事業等）は、根拠となる法制度が未整

備であることから、難病に関する調査研究及び難病患者の医療費負担の軽減を

柱とする新たな法制度を整備する。 

 

 

その１５ 障がい関係予算に数値目標を定めます 
わが国における障がい者に係る予算は、諸外国との比較において、ＧＤＰ比

で低い社会支出と国民負担率となっているため、立ち遅れている社会的地域基

盤の整備と経済的自立を促進し、障がい者福祉施策を推進するため、施策項目

と達成期間等を定めた総合的な福祉計画と財政的な数値目標を定める。 

 

 

その１６ 障害者権利条約を全面的に履行します 
上記の（１）から（１５）までの他に、障害者権利条約において締約国が実

施しなければならない事項について必要な措置を講ずる。 

 

 

その１７ 法制上・財政上の措置で集中実施します 
「障がい者制度改革推進本部」において策定された推進計画に基づいて、総

合的かつ集中的な推進のために必要な法制上、財政上の措置を講ずる。 
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第３ 障がい者の総合福祉施策の改革推進の方向性 

（「障がい者総合福祉法（仮称）」の在り方） 

 

（１） 障がい者の範囲・定義について 
「障害者自立支援法」第４条定義を早急に見直し、いわゆる「制度の谷間」

と指摘されていた「発達障害、高次脳機能障害、難病、内部障害」などを含

む定義となることを基本とする。 

障がい者等の範囲・定義を見直し、いわゆる「制度の谷間」と言われる福

祉サービスの対象外をなくし、幅広く福祉サービスが利用できるようにする。

あわせて何らかの障がいにより福祉サービスを必要とする障がい者に「社会

参加カード（仮称）」を交付する制度を創設する（現行の手帳制度からの移

行が円滑になされるよう経過措置を設ける）。 

（２） 利用者負担の在り方 
利用者負担については、現行の「定率負担（応益負担）」を廃止し、「応能

負担」を基本とする。「応能負担」における負担額の算定については、現行

の「世帯単位（家計）」を見直して「個人単位（利用者本人、配偶者を含む）」

とする。 

福祉サービスにおける利用者負担額と補装具および医療に係る利用者負

担額と合算した額が一定の額を超える（高額となる）場合には、特別の負担

軽減策を講じる。 

（３） サービス利用の支給決定の在り方 
現行の「障害者自立支援法」における「障害程度区分」によるサービス支

給決定の在り方を抜本的に改め、障がい者等のニーズに基づく認定方法を基

本とする。 

「障害程度区分認定」は廃止する。「ソーシャルワーカー等調査専門員（仮

称）」が、障がい者のサービス利用ニーズ調査を行い、「サービス支給に係る

ガイドライン（仮称）」に基づいて、サービス利用の支給内容を作成する。

当該調査専門員が作成したサービス支給内容を「障がい者サービス委員会

（仮称）」（サービス給付の決定を行うための地域における委員会）で決定し、

実施機関（市町村等）に指示する。 

（４） サービス体系の在り方 
サービスを利用する障がい者等の自立と社会参加および自己決定・自己選

択の原則にかんがみて、「生活・社会参加サービス支援」として統合する。

「移動支援」は個別給付の対象とする。 

現行の「障害者自立支援法」におけるサービス体系を障がい者等の地域に

おける生活、自立と社会参加および自己決定・自己選択の原則にかんがみて、

「居住支援（新グループホーム）」（現行のケアホームのように必要な場合に

介護支援が受けられるよう柔軟に対応する）として統合する。 
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障がい児にかかる福祉サービス体系は、「障がい者総合福祉法（仮称）」の中

に位置付けて、実施主体は市町村（基礎的自治体）が行うものとする。 

（５） 事業者の経営基盤の強化 
サービス事業者に対する支援の在り方について、現行の日額方式は廃止し、

基本は月額方式とする。サービス内容によっては、個別のサービスとして日

額方式を取り入れることは排除しない。 

サービス事業者の経営基盤の強化は、障がい者が個別のサービスを利用す

る際、安定的な当該サービスの提供に寄与するものであることにかんがみ、

施設整備費および人件費等については、それぞれの単価を引き上げて整備す

ることを国が責任を持って行う。 

（６） 地域生活支援事業の在り方 
障がい者個人の社会参加として利用する日常生活用具の給付等、移動支援

については、個別給付のサービス支援（「生活・社会参加サービス支援」）と

して位置付ける。 

コミュニケーション支援（手話通訳等を行う者の派遣）については、原則

無料で行うものとする。 

（７） 相談支援の在り方 
障がい者等が身近な地域で福祉サービスを選択・利用でき、当たり前に地

域で暮らし、地域の一員として共に生活することができるように、現行の「地

域自立支援協議会」を中核として相談事業の体制強化（社会福祉法人やＮＰ

Ｏ、ピアカウンセリングなど積極的活用）を推進し、あわせて相談窓口や相

談員の充実を図る。 

（８） 就労支援の在り方 
障がい者の自立生活を支援するために、一般就労を促進するとともに、現

行の地域自立支援協議会の各地域における体制の充実強化を行い、地域ネッ

トワーク基盤の整備と就労の定着を図る。 

一般就労以外の就労的事業（授産施設、福祉工場、更生施設、小規模作業

所等）を整理し、現行の「自立訓練」「就労移行支援」「就労継続支援」のう

ち就労支援にかかわる事業について統合、簡素化するとともに、就労支援体

制を強化する方向で検討を加える。     

    

以上 


